
参考資料集

科学技術による地域活性化戦略

総合科学技術会議

平成20年5月19日

資料３－３



目次

我が国の地域科学技術クラスター 2

地域科学技術等に係る各府省施策の俯瞰図（平成20年度） 3

地域科学技術振興に係る各府省の主な事業（平成20年度） 4

都道府県等の科学技術に関連する予算の推移 5

科学技術振興調整費「地域再生人材創出拠点の形成プログラム」 6

地方の国立大学卒業者等の就職先等の状況（東北大学の例） 7

コーディネーターの所属と年齢について 8

コーディネーターの業務内容と経歴について 9

企業によるコーディネーターの評価と期待について 10

企業からみたコーディネーターの要件について 11

人材確保のための中小企業連携の例 12

大学等における共同研究件数、特許出願件数等の推移 13

各国立大学法人の教員一人当たりの年間総研究費 14

大学における産学官連携体制の課題 15

民間企業の研究活動に関する意識 16

大学発ベンチャーの現状 21

大学発ベンチャーの現在直面する課題 22

大学発ベンチャーの人材面での課題 23

大学発ベンチャーが必要とする人材 24

大学発ベンチャーの資金面での課題 25

大学発ベンチャーの販路面での課題 26

大学発ベンチャーの大学への期待 27

ベンチャーキャピタルの資金調達への国の支援事例 28

地域ベンチャー投資ファンドの展開 30

海外進出する中小企業への支援の例 31

産学官・金融連携の例（北海道経済産業局） 32

コラボ産学官 34

地方大学と地域金融機関のコラボレーション 35

産学官連携に関する主な制度改革等の経緯 36

共同研究等に関する税制 37

地方公共団体と国立大学との連携について 38

国立大学に対する寄附制度の運用の緩和等について 38

新技術の普及促進のための規制の見直しの例（燃料電池） 39

構造改革特別区域の活用例　（「ロボット特区」） 40

初期需要の確保の例（トライアル受注制度） 41

地方自治法施行令等（抄） 42

官公需法（抄） 43



2

都市エリア：３２地域で実施中（累計５２地域）
（H14年度～）

知的クラスター：１３地域で実施中

（累計１８地域）（H14年度～）

（例） 長野・上田クラスターによる商品化展開

国際的に優れたカーボンナノチューブ等の研究成
果を有する信州大学と、地域に集積するデバイス
（部品、モジュール）関連企業が共同研究を実施

（例） 岡山西部エリアにおけるクラスター形成

精密微細加工企業の集積地域において、設計、
加工、表面処理、評価技術等のものづくり技術
を融合し、高精度・極微細加工技術（＝シーズ）
を確立

我が国の地域科学技術クラスター

※ 食料産業クラスター：４８地域（各都道府県。ただし、
愛媛県は２カ所）で協議会を設立（平成20年１月末
現在）（H17年度～）

※ 食料産業クラスター：４８地域（各都道府県。ただし、
愛媛県は２カ所）で協議会を設立（平成20年１月末
現在）（H17年度～）

（各地域ブロック） 産業ク
ラスター：９地域で１８プ
ロジェクトを実施中
（H13年度～）

（例） 北海道スーパー・クラ
スターによるバイオと水産・
食品との連携

都市エリアの技術開発の成
果（イカの活き締めによる輸
送技術開発）を事業化→
高鮮度なイカを生産販売

（平成19年度の状況を各種クラスター関係資料をもとに作成）



地域科学技術等に係る各府省施策の俯瞰図（平成２０年度）

知的クラスター創成事業（第Ⅰ期、第Ⅱ期） 【文部科学省：9,906百万円】
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都市エリア産学官連携促進事業 【文部科学省：4,600百万円】
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（重点地域研究開発推進プログラム）
シーズ発掘試験、育成研究、研究開発資源活用、シーズ発掘試験実証型、地域ニーズ即応型

（イノベーション創出基盤形成事業）
地域イノベーション創出共同体形成事業、創造的産学連携体制整備事業

（イノベーション創出研究開発事業）
地域イノベーション創出研究開発事業、大学発事業創出実用化研究開発事業

地域イノベーション協創プログラム 【経済産業省：10,804百万円】

（地域結集型研究開発プログラム）

地域イノベーション創出総合支援事業 【文部科学省（ＪＳＴ）：11,025百万円】

地域結集型共同研究事業 【文部科学省（ＪＳＴ）：1,300百万円】

広域的新事業支援ネットワーク等補助金 【経済産業省：1,139百万円】

広域的新事業支援連携等促進委託費 【経済産業省：62百万円】

地域資源活用型研究開発事業 【経済産業省：1,706百万円】

研究領域設定型、現場提案型
緊急対応型

新たな農林水産政策を推進
する実用技術開発事業
【農林水産省：5,200百万円】

沖縄イノベーション創出事業 【内閣府：270百万円】
顕在化ステージ、事業化ステージ

建設技術研究開発助成制度 【国土交通省：500百万円】
基礎・応用研究開発、実用化研究開発

環境技術開発等推進費 【環境省：836百万円】
戦略一般領域、戦略指定領域

医薬基盤研究所 【厚生労働省：11,283百万円】
※クラスター関連予算はこの一部
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地域の産学官連携による環境技術開発基盤整備モデル事業 【環境省：44百万円】

独創的シーズ展開事業 【文部科学省（JST）：8,122百万円】

大学発ベンチャー創出推進型、独創モデル型、委託開発型、
革新的ベンチャー活用開発型、大学発革新創薬イノベーション型

産学共同シーズイノベーション化事業
【文部科学省（JST）：2,200百万円】

顕在化ステージ、育成ステージ

産業技術研究助成事業 【経済産業省：4,779百万円】

イノベーション創出基礎的研究推進事業
【農林水産省：6,805百万円】
技術シーズ開発型、発展型

基礎研究 事業化技術シーズ創出 応用研究 開発研究

地域ICT振興型研究開発：2,573百万円の内数
戦略的情報通信研究開発推進制度の一部 【総務省】

産学官連携

特許化

農業現場の研究開発補助

実用化促進事業
【農林水産省：100百万円】

産
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の
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整
備 最先端の研究開発テストベットネットワーク 【総務省：35,330百万円の内数】

先端研究施設共用型イノベーション創出プログラム 【文部科学省：3,109百万円】 産業戦略利用、ナノテクノロジー・ネットワーク

産学官連携戦略展開事業 【文部科学省：2,819百万円】 戦略展開プログラム、コーディネートプログラム

技術移転支援センター 【文部科学省（JST）：2,589百万円】 海外特許出願支援、良いシーズをつなぐ知の連携システム等
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農林水産技術移転促進事業の一部 【農林水産省】 我が国農林水産分野の研究者・知的財産担当者の人材育成・連携促進：63百万円の内数

世界をリードする国際標準化の推進 【経済産業省：988百万円】 基準認証研究開発事業

沖縄科学技術大学院大学 【内閣府：10,744百万円】

産学連携による実践型人材育成事業 【文部科学省：733百万円の内数】

科学技術振興調整費の一部 【文部科学省：３３８百万円の内数】

地域再生人材創出拠点の形成

産学連携人材育成事業 【経済産業省：2,822百万円】
産学人材育成パートナーシップ事業、中小ものづくり人材育成事業、

キャリア教育・社会人講師活用型教育支援事業

産業立地・人材養成等支援事業 【経済産業省】

地域産業の担い手育成プロジェクト
【文部科学省・農林水産省・経済産業省・国土交通省】

地域科学技術施策ＷＧ事務局にて作成

知
的
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等
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地域科学技術振興に係る各府省の主な事業（平成２０年度）

所管府省 制度名

沖縄イノベーション創出事業 270 百万円

沖縄科学技術大学院大学 10,744 百万円

戦略的情報通信研究開発推進制度 2,573 百万円

最先端の研究開発テストベットネットワー
クの構築

4,006 百万円

知的クラスター創成事業（第Ⅰ期） 1,566 百万円

知的クラスター創成事業（第Ⅱ期） 7,530 百万円

都市エリア産学官連携促進事業 4,600 百万円

地域イノベーション創出総合支援事業 11,025 百万円

地域結集型共同研究事業 1,300 百万円

厚生労働省
（独）医薬基盤研究所
※クラスター関連予算はこの一部

11,283 百万円

農林水産省
新たな農林水産政策を推進する実用技術
開発事業

5,200 百万円

広域的新事業支援ネットワーク等補助金 1,139 百万円

広域的新事業支援連携等推進委託費 62 百万円

地域イノベーション協創プログラム 10,804 百万円

創造的産学連携体制整備事業 464 百万円

地域イノベーション創出共同体形成事業 1,116 百万円

地域イノベーション創出研究開発事業 7,474 百万円

大学発事業創出実用化研究開発事業 1,750 百万円

地域資源活用型研究開発事業 1,706 百万円

国土交通省 建設技術研究開発助成制度 500 百万円

環境技術開発等推進費 836 百万円

地域の産学官連携による環境技術開発
基盤整備モデル事業

44 百万円

合計 75,188 百万円

経済産業省

環境省

平成２０年度予算

内閣府

総務省

文部科学省
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都道府県等の科学技術に関連する予算の推移

（文部科学省「都道府県等の科学技術に関連する予算報告書」より）
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○科学技術振興調整費「地域再生人材創出拠点の形成プログラム」
（平成１８年度～）

（平成18年度採択分）
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地方の国立大学卒業者等の就職先等の状況（東北大学の例）

（東北大学進路状況調（平成18年度入学・卒業修了））

• 入学者数は、県内からの420人を筆頭に、東北各県及び新潟県、茨城県、栃木県、
東京都から100名以上。

• 大学卒業者数及び大学院修了者数は、東京都の1204名、県内の305名が目立ち、
大阪府、愛知県、神奈川県がこれに続く。

大学入学者の出身地（都道府県別）

新潟県

4%

栃木県

5%
茨城県

5%

福島県

5%

山形県

6%

秋田県

4%

岩手県

7%

青森県

6%

宮城県

17%

東京都

4%

大阪府

1%

愛知県

2%

神奈川県

3%

卒業修了者の就職先（都道府県別）

神奈川県
4%

愛知県
4%

大阪府
6%

東京都
53%

宮城県
13%
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コーディネーターの所属と年齢について

コーディネーターが配置されている機関としては、シーズを有する研究機関である
「大学・高等専門学校」が約４割と最も多く、続いて「財団法人・社団法人・第３セク
ター」の約３割となっている。

コーディネーターの年齢をみると、６０歳以上が約５割を占め、５０歳代が約３割と
なっており、年齢層が高くなっている。

所属機関別のコーディネーター分布

コーディネーターの年齢分布

（N=1055）

（N=１２８９）

（「地域イノベーションの仕掛け人としてのコーディネータの役割」調査報告書
（平成１９年6月、（財）全日本地域研究交流協会）より）
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コーディネーターの業務内容と経歴について

コーディネーターの主な業務内容としては、「研究者・企業等の紹介・引き合わせ」
が最も多く、「シーズ発掘・育成」、「技術相談」がそれに続く。

コーディネーターの経歴は、「企業（研究・技術等）」が最も多く、「事務系（官・公・財・
大・TLO等）」、「企業（企画経営他）」がそれに続く。

（N=１３２４、複数回答）

コーディネーターの主な業務内容

（「地域イノベーションの仕掛け人としてのコーディネータの役割」調査
報告書（平成１９年6月、（財）全日本地域研究交流協会）より）

（N=１０５７、複数回答）

コーディネーターの経歴




